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１．はじめに 
地震災害において，早期に地震被害の状況把握を行うこと

は，救援救助，復旧支援に役立つことは阪神淡路大震災以降

周知のことである。現在，被害を把握する方法は数多く研究

開発がなされているが，最も確実で正確に被害を把握できる

ものは現地における被害情報収集と言える。しかし，現地の

被害情報収集には，多くの人員や調査時間が必要であり，早

期に被害把握するのには難しい一面がある。近年では，それ

らの問題点を解決する方法として，IT を利活用した収集支援

システム 1)2)3)4)の研究開発がされている。しかし，そのほと

んどが専用機材を必要とするため，突発的な地震災害では多

くの機材を用意することは困難である。また，情報を集約す

るには，既存の通信網を利用するか，直接対策本部まで運ば

なくてはいけない問題などがある。 

そこで，本研究では，専門機器を必要としなく，かつ情報

伝達および集約を簡易にできるシステムとして，情報収集支

援システムの開発を行った。本報告では，情報収集支援シス

テムの概要，及び実証実験の結果について報告する。 
 

２．情報収集支援システムの開発 

(1)システムの概要 

情報収集支援システムは，ノートパソコン（以下：ノート

PC）などの一般的な IT 機器と簡易 GIS（地理情報システ

ム）を活用し，防災専門家からボランティア，地域住民まで

が簡単に扱え，地域情報や防災情報などが情報登録，情報閲

覧，情報管理が簡易にできるシステムの開発を行った（図

１）。本システムは，地震直後の初動調査や応急危険度判定，

建物被害調査などの被害調査で使用することが可能であり，

また，平常時において防災・防犯マップなどの作成に使用す

ることが可能である。 

(2)システムの開発 

情報収集支援システムの開発は，工学院大学が開発した現

地被害情報収集システム 2)と独立行政法人消防研究所が開発

した被害情報収集システム 3)の 2 つの既存システムをベース

に，GIS エンジンの導入，幅広いユーザーに対応するために

簡易 GUI（Graphical User Interface）の装備，入力情報項目の

カスタマイズ機能，様々な汎用地図への対応，などの機能を

加え，新たに情報収集支援システムとして開発を行った。本

システムでは，情報収集の支援のための拡張機能を設けてお

り，GPS（Global Positioning System）を用いたマンナビゲー

ション機能や遠距離の被災物の位置を特定する中遠距離情報

収集機能，端末間の情報のやり取りを行うための無線 LAN

を利用したアドホック通信機能，現場での情報共有を行うた

めの無線タグの読み書き機能 5)などを有している。 
 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

図１ 情報収集支援システムの画面 

(3)システムの特徴 

本システムの基本機能として，以下の特徴がある。 
①調査項目のカスタマイズが可能 

②収集・集計などの用途に応じた使い分けが可能 

③汎用地図（ベクトル，ラスター）の利用が可能 

④特殊機器を用いることなく汎用パソコンで使用が可能 

⑤WebGIS などの他のシステムとの連携が可能 

⑥ユーザーが拡張機能のカスタマイズ及び追加が可能 
⑦プログラムがオープンソースである 

⑧商用目的以外はライセンスフリーでソフト配布が自由 

特に本システムは，GIS 画面で現在位置が確認できるため，

土地感のない外部の人間でも道に迷うことなく使用可能なこ

と，ライセンスフリーで使用方法が簡易であるため，地震災

害時にボランティアによる調査員の大量動員が可能であるこ

と，などが最大の特徴である。また，現地で被害調査を行う

場合は，ノート PC もしくはタブレット PC で行い，一方で

情報収集拠点や災害対策本部など作業の場合は，より操作性

に優れたデスクトップ PC で使用することも可能である。そ

して，パソコンを触ったことがある人なら誰でも直感で操作

が可能で，一般市民から防災専門家まで幅広い層で使用が可

能である。 
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３．情報収集支援システムの実証実験 

(1)実験概要 

2005 年 9 月 4 日東京都上十条 5 丁目（面積約 0.15km2，人

口約 3700 人，約 1500 世帯）において地域住民による防災訓

練が実施された。同訓練において情報収集支援システムの収

集実験，及びアドホック通信による情報伝達の実験を行った。 

実証実験は，災害情報となる看板を町内に配置し，その被

害情報を 2 時間以内で調査してくることとした。災害情報と

なる看板は，B2 サイズを 3 面で構成した看板を作成し，火

災を 3 箇所，建物被害を 15 箇所の看板を電柱に設置した。

さらに，道路閉塞箇所を 3 箇所設け，収集する調査員は道路

を迂回することとした（写真１）。調査員は，工学院大学の

学生とし，あらかじめシステムの操作方法の説明を 15 分程

度行った。調査員のコンピュータリテラシ―は，文章作成，

表計算ができる程度である。 

(2)実験機材 

システムの実証実験では，タブレット PC を 2 台（A 班，B

班），ウェアラブル PC を 2 台（A 班，B 班）とし，PC を 1

台に対して調査員を 1 名で行った（写真２）。アドホック通

信機能の実証実験では，上記の 4 台を情報配信端末とし，集

約端末を 1 台，中継器端末を 3 台で実験を行った。中継器の

配置は，情報集約端末の横に 1 台，見通しの良い場所に 1 台，

町内で歩き回る中継端末を 1 台とした。 

(3)実験結果 

実験結果を表１に示す。各調査班ともに建物被害看板は見

落としがあったが，各調査班の調査時間はウェアラブル PC

の B 班を除き，2 時間以内に調査が終了した。これは，2004

年に同一地域，同一内容で行われた被害情報収集実験 6)で，

被害情報の数（火災：1 箇所，建物被害：12 箇所，道路閉

塞：3 箇所）は異なるものの紙地図に被害情報を書き込む収

集方法とほぼ同じ調査時間であった。また，被害を想定した

平常時の実験であったが，すべてのシステムにシステムトラ

ブルも無く，フィールドでの調査が可能であり，システムの

有用性の確認ができた。 

アドホック通信実験に関しては，最初の 1 時間程度は，端

末が 200ｍ以内に密集しており，情報集約端末に情報が送ら

れてきたが，それ以降は端末間距離が離れたため情報が送信

されてこなかったが，調査が終了し，情報集約端末のある一

時避難場所に戻ってくる際には，すべての端末の収集情報が

情報集約端末に送信された。このことより，通信距離には制

限があるものの，情報収集端末から集約端末のデータ移動の

時間がアドホック通信で行われることにより，データ移動の

時間が短縮されアドホック通信機能の有効性が確認できた。 
 

４．まとめ 
本報告では，情報収集支援システムの開発および実証実験

結果について報告を行った。実証実験の結果から情報収集支

援システムの有用性が確認でき，拡張機能であるアドホック

通信の有効性の確認ができた。 

今後は，自治体等での導入を視野に入れた日常業務から災

害対応まで活用できるシステムを作成する予定である。また，

今後の実災害において本システムを用いた被害情報収集の支

援業務を行う予定である。 
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写真１ 被害情報を模した看板（左：建物被害，右：道路閉塞） 

 

 

 

 

 

 

 

写真２ 調査風景（左：タブレット PC，右：ウェアラブル PC） 

表１ 情報収集支援システムの実験結果 

機材 班 火災 
建物 

被害 

道路

閉塞

調査 

時間 

A 班 3/3 12/15 3/3 104 分 
タブレット PC

B 班 3/3 13/15 3/3 124 分 

A 班 3/3 12/15 3/3 115 分 ウェアラブル

PC B 班 3/3 14/15 3/3 109 分 
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